
                             情個審第 ２４ 号 

                             令和２年２月１４日 

 

 茨城県知事 大井川 和彦 殿 

 

茨城県情報公開・個人情報保護審査会 

                         委員長 根本 信義 

 

   保有個人情報不開示決定に対する審査請求について（答申） 

 

 令和元年１１月２６日付け青家諮問第３号で諮問のありました下記事案について，別紙

のとおり答申します。 

 

記 

 

 「私の子の特定年月日の少年事件に係る社会記録（学校での記録，指導要録）及び警

察記録」不開示決定に係る審査請求事案 

 

（個人情報諮問第９７号） 

（個人情報答申第９１号） 
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第１ 審査会の結論 

実施機関が行った不開示決定は，妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

 １ 保有個人情報の開示請求 

平成３１年２月２３日，審査請求人は，茨城県個人情報の保護に関する

条例（平成１７年茨城県条例第１号。以下「条例」という。）第１２条第

２項の規定に基づき実施機関に対して，次に掲げる保有個人情報の開示請

求（以下「本件請求」という。）を行った。 

 

〇〇〇〇の平成〇〇年〇月〇日の少年事件に係る社会記録（学校での記

録，指導要録）及び警察記録 

 

  ２ 実施機関の決定及び通知 

平成３１年３月２８日，実施機関は，本件請求に係る保有個人情報として，

〇〇〇〇の平成〇〇年〇月〇日の少年事件に係る社会記録（学校での記録，

指導要録）及び警察記録を特定し，社会記録については，刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第５３条の２の規定によって，条例第５３条第２項

により適用が除外されることを，警察記録については，少年審判規則（昭和

２３年最高裁判所規則第３３号）第３７条の２の規定によって，条例第１４

条第１号に該当することを不開示の理由とする保有個人情報不開示決定（以

下「本件処分」という。）を行い，平成３１年３月２８日付け土児相指令第

１５９８号（以下「本件通知書」という。）により，審査請求人宛て通知し

た。 

 

 ３ 審査請求 

令和元年６月１８日，審査請求人は，実施機関が行った本件処分を不服

として，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づ

き，実施機関に対して審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

 本件処分の取消しを求める。 

  〇〇〇〇のためにも，本人と保護者に事件の社会記録（学校での記録，

指導要録）及び警察記録の閲覧を求める。 

 

 ２ 審査請求の理由 
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 審査請求人が，審査請求書，反論書及び意見書において主張していると

ころは，おおむね次のとおりである。 

 

 （１）審査請求書における主張について 

 民事訴訟において損害賠償請求権を行使する目的に使用するため，本人

が二度と同じ過ちを繰り返さないため及び再確認するためである。 

 

（２）反論書における主張について 

ア 実施機関は，「開示しないことの決定について違法又は不当な点はな

いことから，本件審査請求には理由がない」と主張しているが，この点

は否認する。 

イ 本件処分を取消し，全部開示するよう求める。 

  開示請求者は本人の保護者であり，少年事件に関して全責任がある。

本件処分は，条例の解釈適用を誤ったものであり，全部を公開すべきで

ある。事件当時の学校（提出記録）・警察の対応に間違いがあると考え

ているので，保護者は，記録を開示していただき内容を全部把握する権

利及び義務がある。むしろ，事件当時本人が〇〇〇〇〇〇〇〇〇に至っ

た事に拘わる書類を開示しないということは，開示請求人側で調査する

事を拒み，不当な事実が隠蔽される恐れがある。 

ウ また，状況によっては，民事訴訟において損害賠償請求権を行使する

目的に使用するため，事実を調査する上で，大事な情報となるものであ

る。 

エ 非行歴・補導歴のない，〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇歳未成年の生命・健康・

生活・未来を守るため，もう一度精査しなくてはならない情報であり，

弁明書に記載する棄却理由を否認の上，全部の公開を求める。 

 

（３）意見書における主張について 

ア 結果的に人を傷付けてしまったことを深く反省し，今後は二度と同じ

ことが無いよう，親としてきちんと全ての記録を確認し，把握したい。 

  学校側が記録を提出していないと嘘をついているが，社会記録（学校

での記録，指導要録）はあり，その内容を閲覧したい。 

  〇〇〇〇〇〇の子が，〇〇〇で１ヶ月間，じっと動かず頑張って過ご

したことで，戻ってから〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇になり，問題行動が増え，日常生活が難しくなった。 

イ 以上のことから，平成〇〇年〇月〇日の少年事件の関係書類と〇〇〇

〇〇〇〇〇と大きな処分に至った関係書類の開示を請求している。 

ウ 今回の事件には不審や不明な点が根深く，納得のいく回答も貰えない



3 

 

ことから，本件審査請求が通り，全て明らかになることを望む。そして，

本人も家族も前を向き，同じ過ちを繰り返す事のないよう努め，この先

過ごしていきたいと心より願っているので，何卒，よろしくお願い申し

上げる。 

 

第４ 実施機関の主張の要旨 

 実施機関が，弁明書において主張しているところは，おおむね次のとお

りである。 

 

１ 弁明の趣旨 

  本件審査請求を棄却するとの裁決を求める。 

 

２ 条例第１４条第１号該当性について 

本件請求の「社会記録」に該当する個人情報としては，家庭裁判所が作

成した「少年調査記録」が該当する。当該資料は，少年審判規則第３７条

の２第１項の規定に基づき家庭裁判所から送付されたものであるが，同条

第２項の規定により家庭裁判所の指示するところに従って取り扱わなけれ

ばならず，また，同条第４項の規定により保護処分が終了したときは速や

かに家庭裁判所に返還しなければならないこととされている。 

このため，家庭裁判所の了解が得られない限り，条例第１４条第１号の

「法令又は条例の規定により，開示することができないと認められる情報」

に該当するものである。 

 

３ 本件処分に係る保有個人情報について 

条例第２条第５項の規定により，「保有個人情報」とは，実施機関の職

員が職務上作成し，又は取得した個人情報であって，当該実施機関の職員

が組織的に利用するものとして，実施機関が保有しているものをいい，実

施機関が保有するということは，実施機関が当該個人情報の利用，提供，

廃棄等について決定する権限を有し，事実上当該情報を管理していること

をいう。しかし，本件処分に係る社会記録は，家庭裁判所から貸与され，

少年の処遇上必要な限りにおいて保管しているものであることから，そも

そも児童相談所が保有する個人情報には該当しない。 

 

４ 条例第５３条第２項該当性について 

本件請求の「警察記録」に該当する個人情報としては，警察が家庭裁判

所に提出した「少年保護事件記録」が該当する。当該資料は，少年法（昭

和２３年法律第１６８号）第１８条第１項の規定に基づき家庭裁判所から
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児童相談所に事件が送致されたため，児童相談所において保有しているも

のである。 

当該資料については，刑事訴訟法第５３条の２第２項の規定により，訴

訟に関する書類に記録されている個人情報に該当するとして行政機関の保

有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号。以下「行

政機関個人情報保護法」という。）第４章の規定が適用されない。 

このため，条例第５３条第２項の規定に該当し，条例第４章及び第５章

の規定の適用が除外されることから，そもそも開示や審査請求の対象とな

る保有個人情報には当たらない。 

 

５ 結論 

本件処分において，開示しない理由の欄の記載に一部誤りが認められる

が，不開示とした理由は，上記２から４までに述べたとおりであり，開示

しないことの決定について違法又は不当の点はないことから，本件審査請

求には理由がない。 

 

第５ 審査会の判断 

   当審査会は，本件諮問事案について審査した結果，次のように判断する。 

 

 １ 本件保有個人情報について 

本件処分に係る保有個人情報は，上記第３の審査請求人の主張の趣旨並

びに上記第４の２及び４の実施機関の主張の趣旨から，家庭裁判所から実

施機関に送付された「少年調査記録」及び「少年保護事件記録」（以下「本

件保有個人情報」という。）であると認められる。 

  

２ 条例第４章及び第５章の規定の適用除外について 

条例第４章及び第５章は，保有個人情報の開示請求，開示請求に係る決

定に対する審査請求等（以下「開示請求等」という。）に関して規定して

いるところ，条例第５３条第２項では，法律の規定により行政機関個人情

報保護法第４章の規定が適用されない保有個人情報については，条例第４

章及び第５章の規定を適用しないとしている。 

また，行政機関個人情報保護法第４章は，条例第４章及び第５章の規定

と同様に開示請求等に関して規定しているところ，同法第４５条第１項で

は，刑事事件若しくは少年の保護事件に係る裁判，保護処分の執行等に係

る保有個人情報等については，同法第４章の規定を適用しないとしている。 
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 ３ 本件保有個人情報の条例第４章及び第５章の規定の適用除外について 

少年の保護事件においては，「少年調査記録」とは，家庭裁判所が罪を

犯した少年などその審判に付すべき少年を調査するときに作成する記録を

いい，また，「少年保護事件記録」とは，社会通念上，警察等が少年の保

護事件を家庭裁判所に送致する際に提出する記録をいうものと認められる。 

そして，本件保有個人情報は，警察等から少年の保護事件として送致を

受けた家庭裁判所が審判を行った結果，当該事件を実施機関に送致したこ

とにより実施機関が保有しているものであることから，行政機関個人情報

保護法第４５条第１項に規定する少年の保護事件に係る裁判等に関する保

有個人情報であると認められる。 

よって，本件保有個人情報は，行政機関個人情報保護法第４章の規定が

適用されないことから，条例第５３条第２項の規定により条例第４章及び

第５章の規定が適用されない保有個人情報であると認められる。 

 

４ 本件処分について 

実施機関は，本件通知書の記載及び弁明書によれば，「少年調査記録」

については，少年審判規則第３７条の２の規定により家庭裁判所の指示す

るところに従って取り扱わなければならないことから，条例第１４条第１

号に該当し，また，「少年保護事件記録」については，訴訟に関する書類

に記録されている個人情報であって，刑事訴訟法第５３条の２第２項に該

当することから，条例第５３条第２項の規定により条例の適用除外となる

ものであるという趣旨の主張をしている。 

しかし，「少年調査記録」は，上記３のとおり少年の保護事件に係る裁

判等に関するものであることから，条例第５３条第２項の規定により条例

第４章及び第５章の規定が適用されない保有個人情報であると認められる。 

また，刑事訴訟法第５３条の２第２項に規定する訴訟に関する書類とは，

刑事事件に関して作成され，又は取得された書類であるが，「少年保護事

件記録」は，上記３のとおり少年の保護事件に係る裁判等に関するもので

あることから，条例第５３条第２項の規定により条例第４章及び第５章の

規定が適用されない保有個人情報であると認められる。 

よって，実施機関の本件保有個人情報を不開示とする理由には誤りがあ

ったものの，不開示とした決定については，妥当であると認められる。 

 

 ５ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，本件処分の開示・不開示の判断に影響を

及ぼすものではないと判断する。 
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 ６ 結論 

 以上により，「第１ 審査会の結論」のように判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

本件審査請求に係る審査会の処理経過は，次のとおりである。 

年月日 内容 

令和元年１１月２７日 諮問受理 

令和元年１２月２５日 事案の説明及び検討（令和元年度第４回審査会第

二部会） 

令和２年１月３１日 審査（令和元年度第５回審査会第二部会） 

 


